
参考 10 国勢調査結果の活用事例 

Reference 10. Usage Example of Results of Population Census 

各種法令に基づく利用 

１ 衆議院議員選挙区画定審議会設置法 

◆選挙区の改定（第 3条） 

衆議院議員選挙区画定審議会は，衆議院小選挙区選出議員の選挙区の改定を

調査審議し，必要と認められるときは内閣総理大臣に改定案を勧告することと

されている。改定案の作成に当たって，各選挙区の人口は「官報で公示された

最近の国勢調査又はこれに準ずる全国的な人口調査の結果による人口」を用い

ることが定められている。 

２ 地方自治法 

◆地方自治法で用いる人口（第 254 条） 

・ 地方自治法で用いる「人口」は「官報で公示された最近の国勢調査又は

これに準ずる全国的な人口調査の結果による人口」と定められている。 

◆「人口」を要件として定めている主なもの 

・ 市となるための要件（第 8条） 

・ 指定都市，中核市，特例市となるための要件（第 252 条の 19，第 252

条の 22，第 252 条の 26 の 3）等 

３ 地方交付税法 

◆地方交付税交付額の算定（第 12 条） 

地方交付税交付額（普通交付税）を決める基となる地方行政に必要な各種経

費の算定において，国勢調査の調査結果である「人口」，「市部人口」，「町村部

人口」，「六十五歳以上人口」，「七十五歳以上人口」，「都市計画区域における人

口」，「林業及び水産業の従業者数」，「世帯数」を用いることが定められている。 
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４ 過疎地域自立促進特別措置法 

◆過疎地域の認定（第 2条） 

過疎地域自立促進特別措置法による「過疎地域」として認定されるための要

件は国勢調査の結果を基にした市町村の 35 年間の人口減少率が一定の基準を

超えた場合等と定められている。 

５ 政党助成法 

◆政党交付金の算出（第 7条） 

政党へ交付する政党交付金の総額を求めるために「基準日における人口（基

準日の直近において官報で公示された国勢調査の結果による確定数をいう。）」

を用いることが定められている。 

※ 上記以外にも地方税法，公職選挙法，都市計画法施行令，農村地域工業等

導入促進法施行令，災害対策基本法施行令，交通安全対策特別交付金等に関

する政令，低開発地域工業開発促進法施行令，特定農山村地域における農林

業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律施行令，地方揮発油譲与

税法施行規則など，多くの法令で国勢調査の結果を用いることが定められて

いる。 

行政上の施策への利用 

１ 少子・高齢化関連 

◆子ども・子育てビジョンの策定 

人口減少社会の現状を把握するために年齢階級別人口が利用されている。 

◆年金・医療費 

今後の年金や医療費の負担と給付について審議する場で国勢調査の結果や

国勢調査の結果を基に推計した将来推計人口が基礎資料として利用されてい

る。 

◆生き方・ライフスタイルの変化による社会福祉制度等への影響の検討 

年齢階級別の未婚率が利用されている。 
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◆高齢者福祉問題 

高齢者福祉を検討する際に一人暮らしの高齢者の数が基礎資料として利用

されている。 

◆子育て環境の充実 

保育所等の子育て関連施設の充実度を測る指標に就学前の人口（０～５歳人

口＋６歳人口の半分）が利用されている。 

２ 防災関連 

◆防災計画の策定 

人口，人口密度，人口分布（都市部では昼間人口）等が基礎資料となってい

る。 

◆災害復興計画の策定 

・ 新潟県中越沖地震の復興プランを策定するための基礎資料として利用さ

れた。 

・ 東日本大震災の被害地域の状況を把握し，復興計画の立案をするための

資料として利用されている。 

◆被害予測 

・ 町丁・字等データを利用した被災地の避難人口の推計 

・ 火山の噴火を想定した防災マップの作成の基礎資料 

・ 洪水の被害予測の基礎資料 

◆被害予測システムの開発 

建物被害，人的被害，火災に関する被害を推定対象とする「簡易型地震被害

想定システム」（消防庁）において，人口総数，世帯総数，住宅の建て方別住

宅に住む一般世帯数のデータが利用されている。 

３ 行政上の計画の策定 

◆国土開発 

・ 長期的な国土づくりの指針を示す「国土形成計画」の策定や国土計画の

在り方・課題を検討する国土審議会における基礎資料として利用されてい

る。 
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・ 国土利用計画法に基づく全国，都道府県，市町村計画を策定するための

基礎資料として人口や小地域集計の結果が利用されている。 

※ このほかにも労働政策，産業政策，住宅政策，環境整備など，国勢調査の

結果は多方面で利用されている。 

国民経済計算の推計への利用 

国勢調査の調査結果による世帯数や産業別雇用者数が国内総生産（ＧＤＰ）

等を計算する国民経済計算の推計に用いられている。 

具体的には，国民経済計算の中の経済活動別就業者数及び雇用者数は，国勢

調査の結果による産業別，従業上の地位別の就業者数や雇用者数を基に推計さ

れている。また，産業連関表の付帯表として作成され，雇用創出への波及効果

シミュレーション等に利用されている雇用マトリクス(生産活動別職業別雇用

者数表)は，国勢調査結果の産業，職業別の雇用者数を基に計算されている。 

最近の白書等における分析での利用 

各府省庁において行政課題とその対策を取りまとめた白書等による，現状の

把握は欠かせないが，現状を把握する上で国勢調査の結果による「人口」に関

するデータは高い頻度で利用されている。例えば，平成 25 年度「年次経済財政

報告」（経済財政白書），平成 25 年版「労働経済の分析」（労働経済白書）など

で国勢調査の結果が利用されており，平成 25 年版「少子化社会対策白書」では，

我が国の少子化の現状を国勢調査の結果を用いて分析している。 

地方公共団体における利用 

１ 行政上の計画の策定 

◆地方公共団体における長期計画等 

地方公共団体における長期総合計画や長期ビジョン，まちづくり計画などの

策定に，男女，年齢，労働力状態，従業上の地位，産業別の人口等が基礎資料

として利用されている。 
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２ 少子・高齢化対策，医療・福祉 

◆地方における少子・高齢化対策 

都道府県ごとの少子化対策計画（子育て支援プラン），青少年健全育成や高

齢者対策推進計画，高齢者住宅整備計画の策定に都道府県別の男女，年齢，配

偶関係別人口（高齢者の人口，高齢者の都道府県人口に占める割合，女性の未

婚率）や世帯人員，世帯の家族類型別の世帯数（核家族率や３世代同居率）等

が基礎資料として利用されている。 

◆医療・福祉 

・ 都道府県の保健医療福祉計画，健康づくり指針，高齢者保健福祉計画，

介護保険事業支援計画等の策定の基礎資料として年齢，就業の状態別の人

口や世帯の種類，世帯の家族類型，親子の同居・非同居別の世帯数が利用

されている。 

・ 地域・産業の振興と雇用対策 

３ 地域産業の振興と雇用対策 

◆過疎地域等への対策 

過疎地域，中山間地域，山村，離島などの特定地域の整備・振興を目指す計

画策定の基礎資料や過疎地域・中山間地域に指定するための要件として市町村

別人口，年齢，産業別の人口や世帯数等が利用されている。 

◆産業振興 

地方自治体の産業全般及び農業，水産業，林業・木材産業，畜産業，中小小

売業，観光業，卸売市場整備等の特定の産業の振興計画の策定や企業誘致プレ

ゼンテーションの基礎資料として労働力状態，産業，職業別の人口等が利用さ

れている。 

◆雇用対策 

都道府県における職業能力開発計画，求職活動援助計画，就労支援対策等の

雇用対策を策定する際の基礎資料として就業の状態，従業上の地位，産業，職

業別の人口等が利用されている。 
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４ 防災関連 

◆地域の防災計画 

地域防災計画，災害応急物資備蓄計画，土砂災害防止，急傾斜地崩落対策，

雪対策，河川対策等の防災に関する計画の策定の対象となる地域の人口や世帯

数が利用されている。 

◆被害予測 

大規模な地震の発生が想定される地域の自治体が策定する被害予測の基礎

資料として人口や世帯数が利用されている。 

５ くらし，生活全般 

◆地方公共団体における住宅建設計画 

地方公共団体における住生活基本計画，住宅マスタープラン，公営住宅整備

計画策定の基礎資料として住居の種類・住宅の所有関係，住宅の建て方，延べ

面積別の世帯数等が利用されている。 

◆都市，交通 

・ 都市計画策定の基礎資料として都市計画区域内の人口や世帯数（その増

減の推移）が利用されている。 

・ 地域の都市交通計画，生活交通ビジョンや道路整備計画，空港の利活用

や新幹線の開業に伴う並行在来線の需要予測，港湾計画策定等の基礎資料

として常住地又は従業地・通学地による人口や利用交通手段別の人口が利

用されている。 

◆その他 

・ 都道府県における男女共同参画計画策定や市町村合併を検討する際の基

礎資料に利用されている。 

・ 「人口○○人当たりの△△率（数）」（例：人口 10 万人当たりの病院の

数）といった指標に利用されている。 

学術研究等への利用 

◆将来人口，世帯数の推計 

厚生労働省の国立社会保障・人口問題研究所は国勢調査の結果を利用して将
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来人口の推計と世帯数の将来推計を行っている。将来人口の推計には男女，年

齢（各歳）別人口，世帯数の将来推計には世帯主の男女，世帯主の年齢（５歳

階級），世帯の家族類型別の一般世帯数等が利用されている。 

◆生命表の作成 

平均寿命等を算出するための生命表の作成に年齢別人口が用いられている。 

他の統計への利用 

◆標本調査の調査区フレーム 

総務省の労働力調査や家計調査を始め，消費動向調査（内閣府），国民生活

基礎調査（厚生労働省）等の各府省の統計調査の調査区フレームに利用されて

いる。 

◆標本設計 

標本調査の調査客体を決定する際，国勢調査の結果を用いて標本設計が行わ

れている。 

◆他の統計で推計をする際のベンチマーク（指標） 

標本調査で調査結果を推計する際のベンチマーク（指標）に利用されている。 
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